
 

 

１ 事業の目的 

新型コロナウイルス 対策の長期化を見据え「ポストコロナ」に対応した新しいビジネス

モデルへの転換に取り組む事業所の設備導入等に対して支援します。 

 

２ 補助対象者 

以下の要件全てに該当する方が対象となります。 

 

①市内に事業所を有する中小企業者又は個人事業主（みなし大企業は除く） 

※ みなし大企業の定義は以下のとおり 

・発行済株式の総数又は出資価額の総数の２分の１以上を同一の大企業が所有してい

る中小企業者 

・発行済株式の総数又は出資価額の総数の３分の２以上を大企業が所有している中小

企業者 

②申請時点において、市税に未納のない方（納税の猶予の特例対象者を除く。） 

③代表者が当該年度中に本補助金を受給していないこと。 

④かすみがうら市暴力団排除条例（平成２３年条例第９号）第２条各号で定める暴力 

団関係者でないこと。 

⑤風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条第５項に規定する「性風俗

関連特殊営業」又は当該営業に係る同条第１３項に規定する「接客業務受託営業」を

行う者でないこと。 

⑥政治団体又は宗教上の組織若しくは団体でないこと。 

 

３ 対象経費 

（新たなビジネスモデル構築事業） 

・オンラインで商品や技術を紹介するための WEB サイト作成費用 

・EC サイト整備費用 

・インターネットモールへの出店費用 
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・動画コンテンツ作成費用  

・その他オンラインにより事業を行うための経費 

（テレワーク環境整備事業） 

・テレワーク用通信機器（PC、タブレットの購入費は除く）、ソフトウェア等 

の購入費用  

・その他テレワーク導入に係る経費 

 （新商品開発事業） 

   ・ポストコロナ時代を見据えた製品や、生産性向上、販路拡大に繋がる新しい商 

品等の開発費用（原材料費、機械装置、工具器具費、外注加工費、広告宣伝費 

、調査研究費 等） 

・その他新商品開発に係る経費 

 

※補助対象となる具体的な経費に関しては、別紙「補助対象経費一覧」をご覧ください。 

 

４ 交付の条件 

①市又は他の団体から当該事業に係る補助金等の交付を受けていないこと。 

②当該年度内に補助事業を終了すること。 

③補助事業終了後、補助事業の成果の報告及び補助事業に関する調査に協力すること。 

 

５ 補助金額 

1 申請者あたり上限２０万円（対象経費の４分の３以内） 

※対象経費は、消費税等を除いた金額で計上してください。 

※補助金の交付は当該年度中１申請者１回限りです。 

 

６ 申請から請求までの流れ（二重線部が申請者提出書類） 

（１）交付申請 

申請する事業者は、次の①~⑥の書類を提出してください。 

①新しいビジネスモデル構築支援事業補助金交付申請書（様式第１号） 

②直近の確定申告書の写し又は法人登記に係る全部事項証明書、営業許可証等、市内で



事業を営んでいることが分かる書類の写し 

③事業計画書(別紙１) 

④誓約・同意事項(別紙２) 

⑤納税証明書等市税に未納がないことの証明書（市外在住の個人事業主の方のみ） 

⑥見積書など事業費（見込）の額が分かる書類の写し 

※申請金額は 1,000 円未満切り捨てになります。また、対象経費は消費税等を除いた額

で計上してください。 

 

（２）交付決定 

提出された交付申請の内容を市で精査し、交付決定（不交付決定）通知書（様式第２号）

を申請者に送付します。 

 

（３）実績報告 

市からの交付決定を受け、補助事業の完了後速やかに次の①~④の書類を提出してくだ

さい。 

①新しいビジネスモデル構築支援事業補助金実績報告書（様式第５号） 

②事業実績確認書 (別紙３) 

③補助対象経費の支払額及び日付等が確認できる書類（領収書、レシート等） 

④事業内容が分かる書類（実施状況の写真、製品カタログ、仕様書、図面、ホームペー

ジの写し等） 

※令和４年３月３１日までに提出してください（期限厳守） 

 

（４）補助金確定通知 

提出された実績報告書の内容を市で審査し、その報告に係る補助事業の成果が補助金の

交付決定の内容及びこれに付した条件に適合するものであるかどうかを調査し、適合する

と認めたときは、補助金確定通知書（様式第６号）を申請者に送付します。 

 

（５）請求 

市からの確定通知受領後、次の①~②の書類を提出してください。請求書受領後おおむ



ね２週間後を目安に当該振込先へ入金いたします。 

①新しいビジネスモデル構築支援事業補助金請求書（様式第７号） 

②口座番号が確認できる通帳等の写し 

 

（６）申請方法 

申請から請求に必要な書類については原則郵送により提出してください。 

 

７ 申請期間 令和３年４月１日（木）～令和４年３月３１日（木）【実績報告書提出期限】 

 

８ お問い合せ先 

かすみがうら市 地域未来投資推進課 （霞ヶ浦庁舎内） 

（住所）〒300-0192  かすみがうら市大和田５６２番地 

（電話）029-897-1111 


